
一般会計歳入決算額

153 億 4075 万円
（対前年度比 2.1％減）

一般会計歳出決算額

149 億 4360 万８千円
（対前年度比 1.7％減）
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市
の
借
金
で
あ
る
市
債
の
現
在

高
は
約
３
０
４
億
円
で
す
。
平
成
29

年
度
は
、
一
般
会
計
で
約
３
億
円

減
少
し
て
お
り
、
そ
の
他
の
会
計

で
も
約
４
億
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

公
共
施
設
の
建
設
や
改
修
の
際

に
長
期
的
な
借
金
を
す
る
理
由
は
、

建
設
時
の
納
税
者
だ
け
で
は
な
く
、

施
設
を
利
用
す
る
次
の
世
代
に
も

負
担
を
求
め
る
こ
と
で
世
代
間
の

公
平
性
を
保
つ
た
め
で
す
。

　

15
種
類
あ
る
基
金
（
貯
金
）

の
総
額
は
、
約
60
億
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。
そ
の
う
ち
54
・
３
％

を
占
め
る
の
が
、
市
の
財
政
を

や
り
く
り
す
る
た
め
の
貯
金
で

あ
る
「
財
政
調
整
基
金
」
で
す
。

前
年
度
と
比
較
し
、
約
４
億
円

の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

こ
れ
は
雪
害
に
よ
る
災
害
対
策

費
等
に
充
当
す
る
た
め
に
取
り

崩
し
た
た
め
で
す
。

分担金及び負担金（1.9％）
2 億 9947 万円
こども園料や小中学校の給食費など、
特定の利益を受ける人が負担したお金
使用料及び手数料（1.1％）
1 億 7121 万 7 千円
施設の使用料や住民票の発行手数料など
繰越金（3.0％）
4 億 6786 万 4 千円
前年度から繰り越されたお金

諸収入（3.3％）
5 億 361 万 8 千円
貸付金の元金収入など

財産収入など（7.5％）
11 億 3465 万円
市有地などの貸付料や寄付金、
基金（貯金）を取り崩したお金など

市税（31.1％）
47 億 6763 万 9 千円
市民の皆さんが
納めたお金

地方譲与税（0.8％）
1 億 1940 万 8 千円
国が徴収した自動車重量税
などから配分されたお金

国庫支出金（12.3％）
18 億 8239 万 9 千円
市の事業に対して国から交付されたお金

県支出金（7.6％）
11 億 7193 万 3 千円
市の事業に対して県から交付されたお金

市債（6.9％）
10 億 6603 万 4 千円
国や金融機関などから借り入れたお金

その他の交付金（4.3％）
6 億 6488 万 4 千円

地方交付税（20.2％）
30 億 9163 万 4 千円
市町村の規模に応じて
国から交付されたお金

物件費（12.4％）
18 億 5535 万 9 千円
物品の購入や光熱水費、燃料費、
委託料など

維持補修費（2.2％）
3 億 3344 万 4 千円
公共施設などの修繕費

扶助費（18.1％）
26 億 9958 万 7 千円
生活保護や児童手当など

補助費等（21.1％）
31 億 6003 万 4 千円
負担金や補助金など

人件費（13.9％）
20 億 7397 万 1 千円
市長や議員、職員の
給料や手当など

普通建設事業費（10.1％）
15 億 871 万 5 千円
道路や橋、公共施設などの整備

投資的経費（10.1％）

公債費（9.7％）
14 億 5101 万 1 千円
市債（借金）の返済金

積立金（4.7％）
6 億 9560 万 4 千円
基金（貯金）への積立金

繰出金（6.8％）
10 億 1518 万 3 千円
特別会計への補助貸付金（1.0％）

1 億 5070 万円
中小企業や市民への資金融資など

※ 消費的経費：毎年固定的に必要になる経費。
投資的経費：道路、公園、学校などの整備に対する経費。普通建設事業費と災害復旧費からなる。



歳入総額
Ａ

歳出総額
Ｂ

差　引
Ｃ＝Ａ－Ｂ

繰越すべき財源
Ｄ

実質収支
Ｃ－Ｄ

一般会計（市の基本的な行政サービスの経費を収支する会計） 15,340,750 14,943,608 397,142 117,493 279,649

特別会計（保険料などの特定収入で特定の支出に充てる会計。収入の使い道が決まっているため一般会計とは分けています）

国民健康保険特別会計 3,635,380 3,456,116 179,264 0 179,264

後期高齢者医療特別会計 316,329 314,610 1,719 0 1,719

農業者労働災害共済特別会計 2,187 2,100 87 0 87

企業会計（一般の会社と同じように、独立した収入でその経費をまかなう「独立採算」を原則とする会計）

水道事業会計
収益的収支 821,241 747,156 74,085 0
資本的収支 65,303 244,838 △ 179,535 10,486

工業用水道事業会計
収益的収支 7,782 7,742 40 0
資本的収支 0 0 0 0

公共下水道事業会計
収益的収支 1,221,917 1,191,027 30,890 9,080
資本的収支 818,843 1,252,608 △ 433,765 76,057

農業集落排水事業会計
収益的収支 49,253 49,350 △ 97 0
資本的収支 10,090 19,540 △ 9,450 0

各会計の決算額（単位：千円）

市長選挙・市議会議員選挙
2073 万 4 千円

芦原中学校グラウンド改修事業
4348 万 1 千円

主な事業
の

決算額
一般会計

社会資本整備総合交付金事業
（芦原温泉駅周辺整備事業）

1 億 8186 万 7 千円

市道千束・赤尾線改良事業
1092 万 8 千円

認定こども園教育保育給付費
8 億 6918 万 7 千円

各小学校空調設備整備事業
1 億 4945 万 5 千円

道路除雪費
2 億 6729 万 9 千円

カヌー艇庫改築事業
4893 万 5 千円

平成 29 年度  決算



あわら市は

基準 を クリア
しています

区　分 早期健全化
基準

財政再生
基準 Ｈ 29

実質赤字比率 13.62% 20.00% （赤字なし）

連結実質赤字比率 18.62% 30.00% （赤字なし）

実質公債費比率 25.0% 35.0% 6.9%

将来負担比率 350.0% （基準なし） 34.6%

　

平
成
29
年
度
決
算
に
基
づ
く
各

指
標
は
次
の
と
お
り
で
、
い
ず
れ

の
比
率
も
基
準
以
下
と
な
っ
て
お

り
、
実
質
公
債
費
比
率
に
つ
い
て

は
、
数
値
が
改
善
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
目
的
別
で
見
る
と
、
民
生
費
が
全
体

の
約
３
分
の
１
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
認
定
こ
ど
も
園
運
営
や
児

童
手
当
、
医
療
・
介
護
保
険
、
生
活

保
護
等
な
ど
福
祉
事
業
の
比
重
が
大

き
い
こ
と
に
よ
り
ま
す
。

歳出 を 目的別 で見た決算額と 市民１人当たり の決算額

歳出決算額（目的別）
149 億 4360 万 8 千円

市民１人当たりの決算総額

52 万 5776 円

あわら市の 健全化判断比率 と 資金不足比率

※ 早期健全化基準は、各市町村の財政規模に応じて異なり、
表中の基準はあわら市に適用される基準です。

※ （　）内は１人当たりの決算額。平成 29 年３月 31 日現在の
住民基本台帳人口（2 万 8422 人）で計算しています。

健全化判断比率

資金不足比率

民生費
46 億 5810 万 6 千円
（16 万 3891 円）
認定こども園運営、

障害者・高齢者福祉など

土木費
19 億 174 万 6 千円
（6 万 6911 円）

道路、橋、公園、市営
住宅の整備や維持管理など

消防費
6 億 7963 万 7 千円
（2 万 3912 円）

消防施設や災害対策など

公債費
14 億 5101 万 1 千円

（5 万 1052 円）
市債（借金）の返済

農林水産業費
6 億 3010 万 1 千円
（2 万 2169 円）

農林水産業の振興や農道、
排水施設の整備など

労働費
5419 万 6 千円
（1907 円）

雇用対策、市民への
生活資金融資など

教育費
16 億 7578 万 8 千円

（5 万 8961 円）
学校、公民館、体育施設

の整備や維持管理など

総務費
13 億 4942 万 6 千円

（4 万 7478 円）
戸籍や住民票の管理、

防犯対策、財産管理など

議会費
1 億 7097 万 7 千円

（6016 円）
議会の運営

商工費
8 億 9321 万円

（3 万 1427 円）
企業誘致、商工業の振興、

観光推進など

衛生費
7 億 8376 万 6 千円
（2 万 7576 円）
ごみ処理、予防接種、
妊婦 ･ 乳児健診など

その他
6 億 9564 万 4 千円
（2 万 4476 円）

基金（貯金）への積立金
や災害復旧費など

平成 29 年度  決算

全ての公営企業会計（水道事業会計・工業用水道事業会計・
公共下水道事業会計・農業集落排水事業会計）において、資
金不足は発生していません。



平成 29 年度 決算

平成 30 年度上半期 の 予算執行状況 をお知らせします

グラフの数値は予算現額、（　）内は執行率です。

※ 予算現額には平成 29 年度からの繰り越し分を含んでいます。

一般会計歳入歳出予算執行状況（平成30年９月末現在）

予算現額 予算現額

収入済額 支出済額

156 億 5040 万 3 千円 156 億 5040 万 3 千円

66 億 8697 万 9 千円 61 億 8873 万円


